
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格
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事務所、店舗兼劇
場

中高層の店舗ビル等が多
い繁華な商業地域

新宿三丁目120 m

駅への接近性に比較的優れた
店舗ビルの建ち並ぶ商業地域

１５ｍ区道 新宿三丁目駅西方120 m

訪日外国観光客も回復傾向にあるが、人手不足も一部深刻化している
。社会経済のもう一段の正常化に向けた対策が求められている。

インバウンド需要の回復傾向により、商況は改善している。ウエイト
が大きく、出遅れている中国人来訪客の増加が期待される。

価格形成要因に影響を与える個別的要因には特段の変動要因はない。

大型商業施設が立地する新宿通りの背後に中高層の店舗ビル等が集積する商業地域である。景気動向等による土
地利用形態に変化はない。流行等によるテナントの入れ替えを経ながら発展していくと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率
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倍
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価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

基準地は幹線道路背後の商業地に立地し、複数の鉄道路線が利用可能で、自社の本社事務所用地、賃貸目的等多様な需
要者が存すると判断される。比準価格は、規範性のある取引事例について的確な要因比較を行って試算した。収益価格
は想定建物も妥当であり基準地の収益性も優れている。本件では、上記基準地の特性に鑑み両試算価格とも説得力を有
すると判断し、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格と収益価格を関連付けて上記の様に鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は主として交通利便性が良好な新宿区及び都心に中高層店舗ビル、店舗兼事務所ビル等の建ち並ぶ繁華な商
業地域と判定した。主たる需要者は収益目的の投資法人、大手商業施設運営会社等が想定される。売物件が少なく、投
資適格な収益物件や稀少な物件並びに開発素地が出れば高値取引となる蓋然性が高い。不動産市場は強含みであるが、
金利の先高感は払拭出来ない。中心価格帯は多様であるが、概ね土地建物で総額数十億円から数百億円と推察される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

新宿(都) －5 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 5

令和 5 7 1

令和 5 7 5

新宿(都)　5 － 3 東京都 区部第３ 不動産鑑定士 神山　由紀夫

ハーキュリーズアプレイザル

令和 5 6 28

令和 5 7 3

新宿区新宿三丁目１０２番１０外
「新宿３－３３－１０」

322

1.2：1
ＳＲＣ 8F 2B

北15 m

区道、

東側道

水道、

ガス、

下水

商業
(80,800)
防火

（その他）
地区計画等
駐車場整備地区
(100,800)

40 40 20 30 中高層店舗地

20 16 320 長方形
商業
(100,800)
防火
地区計画等
駐車場整備地区

中高層店舗地 角地                          +3.0

11,000,000

10,300,000

／

／

令和 5 7,740,000

3,350,000,000 10,400,000

□ □■

6,040,000

新宿 5 3

101.8

99.0 61.5

103.0
10,400,000

0.0

0.0

0.0

-1.0

0.0

0.0

+2.0

-2.0

-38.5

0.0

0.0

新宿(都) 5 10

17,700,000

104.0

102.0 178.4

103.0
10,400,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

+2.0

+2.0

+71.5

0.0

0.0

□ □

□ □

■
10,000,000

+4.0


